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全植積立

県（※1/2） 市町（連携枠分含む）（※1/2）＝基礎額

連携枠（基礎額の※1/3） 基本枠（基礎額の※2/3）

一部を県が実施

制度運営費
災害対応予備費

基本枠県

みえ森と緑の県民税市町交付金事業の概要 

 

みえ森と緑の県民税の趣旨に沿って、市町が県と連携して課題解決に取り組む

とともに、市町が地域の実情に応じ創意工夫して森林づくりの施策を展開するこ

とができるよう、みえ森と緑の県民税市町交付金（以下「市町交付金」という。）

を交付するものです。 

 

１．県と市町との役割分担 

県 

基本方針１のうち、対策１を継続して重点的に取り組むこととし、

事業の実施による効果が広範囲にもたらされる対策や、県が実施す

ることで効率化が図られる対策を担う。また、市町における事業構

築に対する支援を行う。 

市町 
地域の実情に応じたきめ細かな対策や、住民との直接的な関係が見

込まれる身近な対策を担う。 

 

２．市町交付金の配分 

県民税基金の取崩可能額のうち、制度運営費、災害対応予備費、全国植樹祭に

向けた基金積立を除いた額の概ね２分の１(※)に相当する額を市町交付金の総額

とします。第３期５年間の総額で、県と市町の配分割合は、５：５を基本としつ

つ、市町からの要望に基づいた柔軟な配分を行います。 

市町交付金事業には、県と市町が連携して取り組むべき課題に対し、市町から

の申請に応じて配分する「連携枠」と、森林面積や人口などを算定基礎として配

分の上限額を設定したうえで、市町からの要望に基づいて配分する「基本枠」を

設けます。 

配分割合は、「連携枠（県が実施した方が効率的である事業を含む）」は、市町

交付金総額の概ね３分の１、「基本枠」の配分割合は、概ね３分の２とします。 

 

連携枠 

面的な森林整備や獣害対策、ライフライン周辺の危険木の事前伐採な

ど、県と市町が連携して取り組むべき課題に対し、市町からの申請に

応じて配分します。 

基本枠 

市町からの要望に基づいて、必要な規模を配分します。 

※均等配分（各市町へ均等に一定額を配分）、人口配分（市町の人口割

合に応じて配分）、森林面積配分（市町の森林面積割合に応じて配分）

の３つの配分方法を組み合わせて配分の上限額を設定します。 

 

【配分の概要】 

 

 

 

 

  

 

※配分割合は、表示の割合を基本としつつも、市町からの要望や事業実施状況によって変動 
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３．市町交付金の使途 

１）みえ森と緑の県民税を活用した事業を行ううえでの３原則 

事業の実施にあたっては、次の３つの原則全てを満たさなければなりません。 

 

【原則１】 「２つの基本方針と５つの対策(※)」に沿った内容であること。 

【原則２】 新たな森林対策として実施する新規又はこれに準ずる内容であるこ

と。なお、税導入以前から取り組まれている事業の場合は、新たな

視点を取り入れた内容とすること。 

【原則３】 直接的な財産形成を目的とする内容でないこと。 

 

 

※２つの基本方針と５つの対策 

基本方針１ 災害に強い森林づくり 

    対策１ 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 

    対策２ 暮らしに身近な森林づくり 

基本方針２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

対策３ 森を育む人づくり 

    対策４ 森と人をつなぐ学びの場づくり 

    対策５ 地域の身近な水や緑の環境づくり 

 

２）森林環境譲与税との関係 

県では、平成31年２月13日付けで、「三重県における森林環境譲与税についての

基本的な考え方」を定めて市町と共有し、みえ森と緑の県民税と森林環境譲与税

の使途を棲み分けて、双方を有効に活用しています。今後も、両税に使途を棲み

分け有効活用しながら、森林・林業施策を進めます。 

 

３）市町における基金設置について 

市町は、交付金事業の財源に充てるための基金を設置し、交付金を計画的に基

金に積み立てたうえで次年度以降の交付金事業に充てることができます。なお、

積み立てた基金は、原則として第３期内に活用する必要があります。 
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⑨－ア－a 流域防災機能強化対策事業

１ 事業の目的

山腹崩壊の発生源となる斜面上部の凹地形周辺や、土壌浸食のおそれがある渓流沿いの森
林において、根系や下層植生の発達を促す森林整備を実施し、流域の防災機能の強化を図り
ます。

担当課：みどり共生推進課

基本方針：① 災害に強い森林づくり
対策区分：① 土砂や流木による被害を出さない森林づくり

２ 事業の必要性

県では、「みえ森と緑の県民税」を活用し、流木や土砂流出の発生の恐れのある崩壊土砂
流出危険地区（以下「危険地」という。）において、渓流内の危険木の除去のほか、渓流沿
いの一定幅の立木を伐採・搬出し、流木や土砂の流出を抑制するための森林整備（災害緩衝
林整備事業）等に取り組んできました。

こうした中、災害緩衝林整備事業による整備区域と隣接し、一体的に整備を行うことでよ
り効果を発揮できる森林や、危険地以外にも対策が必要な森林が多数存在していることから、
整備の対象を拡大し、土砂や流木による被害を出さない森林づくりを面的に進めていくこと
が必要です。

３ 事業の概要

(１) 間伐等（災害緩衝林一体型）
みえ森と緑の県民税を活用して県が実施する災害緩衝林整備事業の整備範囲の森林と一体

的に整備します。

(２) 間伐等（環境林・特定水源地域）
県ゾーニングが環境林、又は三重県水源地域の保全に関する条例に規定する特定水源地域

として指定されている森林を整備します。

※本事業により森林整備を実施した箇所を含む小流域（保全対象から概ね２km以内の渓流
沿いの範囲）で新たな森林整備を行う場合、森林環境譲与税は活用しないものとします。

＜事業エリアイメージ＞
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流 域 防 災 機 能 強 化 対 策 事 業

県が実施する災害緩衝林整備事業の整備範囲
の森林と一体的に整備する区域、環境林、特
定水源地域

県が行う災害緩衝林整備事業に準じた森林整備

＜事業対象区域＞ ＜事業の内容＞

災害緩衝林整備事業の整備区域

（整備前）

流域防災機能強化対策事業の
整備区域

災害緩衝林整備事業の整備区域

＜整備のイメージ＞

整備後のイメージ

森林整備の実施により、
根系や下層植生が発達

流域全体の防災機能を強化

流域防災機能強化対策事業の
整備区域

整備前のイメージ
根系や下層植生の発達が不十分

 

（整備後）
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４ 令和７年度事業の取組
９市町において、160.94haの森林整備を実施しました。

森林整備前 森林整備後

森林整備の実施状況

市町

災害緩衝林一体型 環境林・特定水源地域 計

事業量
(ha)

交付金
(千円)

事業量
(ha)

交付金
(千円)

事業量
(ha)

交付金
(千円)

津市 27.26 19,070 27.26 19,070

多気町 7.83 3,000 7.83 3,000

大台町 15.97 6,600 29.36 16,590 45.33 23,190

度会町 10.45 6,200 10.45 6,200

志摩市 8.73 3,734 8.73 3,734

伊賀市 40.98 13,640 40.98 13,640

名張市 15.32 4,455 15.32 4,455

熊野市 2.49 2,922 2.49 2,922

紀宝町 2.55 2,000 2.55 2,000

計 28.84 14,522 132.10 63,689 160.94 78,211

【度会町】
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森林整備前 森林整備後

森林整備の実施状況

【志摩市】

森林整備前 森林整備後

【紀宝町】

森林整備前 森林整備後

【熊野市】
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情報発信

事例１ ホームページ（津市）
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情報発信

事例２ 広報誌（多気町）
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⑨－ア－b 災害からライフラインを守る事前伐採事業

１ 事業の目的

台風などの倒木被害により電線等のライフラインを寸断する恐れのある危険木の事前伐採

に、電力会社等のライフライン事業者と連携して取り組む市町を支援し、台風等に伴う大規

模停電の未然防止などのライフラインの保全を図ります。

担当課：みどり共生推進課

基本方針：① 災害に強い森林づくり
対策区分：② 暮らしに身近な森林づくり

２ 事業の必要性

令和元年の台風15号では、千葉県を中心に大規模かつ長期的な停電が発生し、住民生活や

地域の経済活動が滞ったうえ、市町の防災システムが機能しない等の甚大な被害が発生しま

した。また、三重県内においても、平成30年の台風21号では約28万戸で停電被害が発生し、

特に山間部では、停電の原因の約80％は倒木によるものでした。

このような被害を未然に防ぎ、県民の安全・安心な暮らしを守るため、災害に強い森林づ

くりの一環として、市町や電気事業者等のライフライン事業者と連携して、「災害からライ

フラインを守る事前伐採事業」に取り組む必要があります。

３ 事業の概要

停電等のライフラインへの被害を未然に防ぎ、県民の安全・安心な暮らしを守るため、ラ

イフライン事業者と連携して、台風などの倒木によりライフラインを寸断してしまう恐れの

ある樹木の事前伐採に取り組む市町に対して、県が事業費の一部を負担するなどの支援を行

います。

事業の実施にあたっては、市町・県・ライフライン事業者の三者で、相互の連携による事

業の円滑な実施を目的とした協定を締結することとしています。また、この協定に基づき、

三者が構成員となった協議会を設置し、市町が作成する事業計画についての協議や他事業と

の調整などを行い、事業を進めていきます。
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災害からライフラインを守る事前伐採事業
 

【事業のスキーム】

地元自治会等

協議会
（三者協定締結）

事業費
1/2を負担

事
業
説
明

事
業
協
力
依
頼

事業実施箇所の選定
事業実施・地元調整

協議会事務局

倒木被害箇所把握、事業候補地
リストや森林所有者情報の提供

地
元
要
望

森林所有者

地元住民

協議会の設置（事務局は、県農林（水産）事務所）
（事業計画（案）の内容について、関係者の合意を得る）

事前伐採事業の実施
（市町が、事業にかかる調査業務や伐採業務を発注）

【事業の基本的な進め方】

市町が事業計画（案）作成
関係部局との協議により、事業候補地
リスト等から事業実施箇所を選定

三者協定締結
市町、県及びライフライン事業者が
相互の連携により事業に取り組む

ライフライン事業者が市町へ事業候補地リスト等を提供
過去の被災状況や配電線の設置状況等から

事業実施の候補となり得る箇所のリストや位置図を作成

県
市町

（事業主体）

ライフ
ライン
事業者

事業費
1/2を交付
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４ 令和７年度事業の取組

14市町において、 5,111本の事前伐採に取り組みました。

市町

災害からライフラインを守る事前伐採事業

事業量
(本)

交付金
(千円)

鈴鹿市 103 5,944

亀山市 70 1,870

東員町 112 2,600

菰野町 16 695

津市 220 5,043

松阪市 1,102 10,000

多気町 1,328 10,500

大台町 1,012 18,089

度会町 589 3,917

鳥羽市 40 1,958

大紀町 142 2,500

伊賀市 210 2,865

名張市 21 2,000

尾鷲市 146 2,075

計 5,111 70,056

事前伐採前 事前伐採後

事前伐採の実施状況

【鈴鹿市】法面保護のため、伐採木の根元を残した
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事前伐採前 事前伐採後

【尾鷲市】

事前伐採前 事前伐採後

事前伐採の実施状況

【菰野町】

事前伐採前 事前伐採後

【度会町】
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情報発信

事例１ ホームページ（尾鷲市）
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情報発信

事例２ 地元への回覧チラシ（菰野町）

事例３ 地元への回覧チラシ（亀山市）
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⑨－ア－c 県民参加の植樹祭事業

１ 事業の目的

植樹等の森づくりの機会を提供することで、県民が森林や木に親しみ、森づくり活動に関
心や理解を深めてもらうことを目的とします。

担当課：みどり共生推進課

基本方針：② 県民全体で森林を支える社会づくり
対策区分：④ 森と人をつなぐ学びの場づくり

２ 事業の必要性

令和４年度に行った「三重の森林づくりに関する県民意識調査」では、子どもの頃に森林
とふれあった機会が多いほど県民税の認知度が高い傾向にありました。

こうした中、県民が森林や木に親しみ、森づくり活動に関心や理解を深めてもらうため、
県民参加の植樹祭を開催し、森林教育を推進することが必要です。

３ 事業の概要

県民が植樹等の森づくり活動を体験できる「県民参加の植樹祭」を、市町が県と連携して
開催します。また、必要に応じて、森林や森づくり活動への理解を深めるための行事をあわ
せて開催できるものとします。

４ 令和７年度事業の取組

県主催の「森林フェスタ2025尾鷲」と同日開催を予定していましたが、台風接近の影響に
より中止となりました。後日、尾鷲市立輪内中学校の生徒が植樹を実施しました。

植樹日程：令和７年10月22日（水) 9：25～12：00
実施場所：尾鷲市九鬼町地内
植栽樹種：カマツカ、リョウブ、コバノガマズミ、ヤブツバキ

植樹、防護ネット設置状況 植樹後の様子- 15 -


